
令和５年度新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施状況及び効果検証

国庫
補助額
（円）

交付金
充当額
（円）

起債額
（円）

その他
（円）

1

住民税非課
税世帯等へ
の物価高騰
対策給付金
支給事業【低
所得者世帯
給付金】

①コロナ禍におけるエネルギー・食料品価格等の物価高
騰の影響を受けた低所得世帯へ支援を行う。３万円の現
金支給。

②補助金

③R5年度住民税非課税世帯

R5.5.8 R6.3.31 81,660,000 - 81,660,000 - -

・住民税非課税世帯への現金支給

補助金　81,660,000円（内訳：2722世帯×3万円）

物価高騰等の影響を受けたR5年度住民税非課税世
帯に対して、現金支給を行い、支援につながった。

総務課

1

住民税非課
税世帯等へ
の物価高騰
対策給付金
支給事業【低
所得者世帯
給付金】

①コロナ禍におけるエネルギー・食料品価格等の物価高
騰の影響を受けた家計急変世帯へ支援を行う。３万円の
現金支給。

②補助金

③R5年度住民税課税世帯の内、R5.1月～9月に家計状
況が急変した世帯

R5.5.8 R6.3.31 120,000 - 120,000 - -

・家計急変世帯への現金支給

補助金　120,000円（内訳：4世帯×3万円）

物価高騰等の影響により家計状況が急変した世帯に
対して、現金支給を行い、支援につながった。

福祉生活課

2

住民税非課
税世帯等へ
の物価高騰
対策給付金
支給事業(事
務費)

①コロナ禍におけるエネルギー・食料品価格等の物価高
騰の影響を受けた低所得世帯へ支援を行うための事務
経費。

②会計年度任用職員報酬、時間外勤務手当、消耗品
費、印刷製本費、通運搬費、手数料、委託料等

③R5年度住民税非課税世帯

R5.5.8 R6.3.31 5,700,802 - 5,700,000 - 802 
対象者への通知や給付を適切かつ迅速に行うことが
できた。

総務課

9
石井町地域
応援買い物券
事業

①町内の事業所で使用することができる商品券を町民に
配布することで、コロナ禍における原油価格・物価高騰の
影響を受ける町民の生活支援を図る。

②委託料

③町民、商工会

R5.6.19 R6.3.31 82,707,607 - 81,864,000 - 843,607 

・地域応援買い物券(商品券)の配布

委託料82,686,331円

コロナ禍における原油価格・物価高騰の影響を受ける
町民の生活支援につながった。

【商品券の使用率97.1％】

産業経済課

10
石井町農業
者経営支援
事業

①コロナ禍の影響による原油価格や物価高騰の影響を
受けている町内の農業者を支援し、本町農業の持続的な
発展を促す。

②補助金

③町内農業者

R5.6.19 R5.11.29 8,810,000 - 8,810,000 - - 

・エネルギー・食料品価格の物価高騰の影響を受けた
農業者への補助金

補助金8,810,000円

補助金を給付したことにより、町内農業者の支援につ
ながった。

産業経済課

所管課総事業費
（円）

計画
Ｎｏ

交付対象事
業の名称

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業
始期

事業
終期

実績

効果検証
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11
学校給食等
物価高騰対
策事業

①コロナ禍における原油価格・物価高騰の影響による学
校給食費の値上げについて、値上げ分を公費で負担す
ることにより、保護者負担の軽減を図る。

②学校給食費値上げ分（教職員分は除く）

③町内公立幼稚園・小学校・中学校へ通う園児児童生徒
の保護者

R5.9.1 R6.3.31 6,344,667 - 6,344,000 - 667 

・学校給食等物価高騰対策(令和5年度9月～3月)

賄材料費6,344,667円

コロナ禍における原油価格や物価高騰による学校給
食費の値上げ分を公費で負担することにより、保護者
負担の軽減につながった。

【給食費に関する保護者の追加負担０円】

給食センター

12

石井町住まい
のリフォーム
応援事業補
助金

①コロナ禍における原油価格・物価高騰の影響を受けた
地元業者の活性化と、町民の経済的支援を図るため、町
民が町内の施工業者を利用し住宅の修繕等リフォーム
工事を行う場合、対象工事の２０％（上限２０万円）を補
助する。

②補助金

③補助要件を満たす町民

R5.6.1 R6.2.29 3,855,000 - 2,370,000 - 1,485,000 

・住まいのリフォーム応援事業

補助金3,855,000円

新型コロナウイルス感染症により影響を受けている町
民の住環境の向上を図ることができ、町内の建築事
業者等による住宅のリフォーム工事を推進することに
より、住宅関連産業を起点とした地域産業の活性化を
はかることができた。

【補助件数23件】

建設課


